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要旨 

 

模倣に対する認識は、時代の変遷とともに概ね好意的なものへと変化した。生物学や認

知学、行動科学、芸術学などの様々な分野において、模倣は創造性に富んだ聡明な行為だ

と認識されるようになった。しかし、経営学や経済学の分野では、模倣は未だに幼稚で低

レベルな行為と認識されている。一部の実証研究でその合理性が説かれているものの、多

くの経済学者は模倣にネガティブな印象を持っており、イノベーションこそが重要という

考えを支持している。 

そうしたなか、Shenkar(2010)はビジネスにおける模倣の有効性を主張した。彼は優れた模

倣者の多くが同時に優れたイノベーターであることを発見し、模倣を「イノベーションを

適切に行うためのドライバー」と考えた。その際に適切な模倣の困難性についても主張し、

中心的な難題として Correspondence problemを解決する必要があると述べた。Correspondence 

problemとは、原型モデル（original model）と同様の成果をコピー(copy variant)でも出すた

めに、解決しなくてはならない問題である。解決には自社と他社のコンテキストを考え、

字面を超えて物事を深く見る必要があり、他社の観察と自社の実践が不可欠となる。 

本稿では Shenkar の主張を支持し、模倣に必要な観察および実践を、それぞれ代理学習、

経験学習と定義した。本研究の目的は 2つある。1つ目は、代理学習と経験学習の観点から、

模倣の困難性を論じることである。2つ目は、それまであまり同時に議論されていなかった

代理学習と経験学習を組み合わせて議論することである。その際に、企業のどの成長段階

でどちらの学習がより有効なのかを見る。 

以上の問題意識に基づき、本稿では調査対象として株式会社ガウディアを選択した。ガ

ウディアは親会社である株式会社日能研関東と、競合の日本公文教育研究会の 2 社を参照

して事業展開をしたため、今回の調査対象に適切だと考えた。 

分析の結果、適切な模倣を行うには、代理学習と経験学習を、企業の成長段階に応じて

重要度を変えながら、補完的に組み合わせる必要があるとわかった。経験学習の不足する

事業設立時には、他社を観察するという代理学習が重要だが、その際にどこを観察するか

という準拠点として、経験学習が効いてくる。また、事業拡大時は、自社の経験をベース

に、より広い視野を与える代理学習が重要となる。 

本稿の理論的貢献は、代理学習と経験学習を組み合わせて 1 つの見解を述べた点、そし

てそれを通じて模倣の困難性と有効性について述べた点である。 
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1. はじめに 

 イノベーションという言葉は人を惹き付ける。それはまるで、卓越した才能や尋常では

ない努力によってのみ得られる栄光のように思われる。人々はイノベーションを起こすに

は常識を覆したり業界の慣行を破ったりするような、天才的なアイデアが必要だと考える。 

しかし、実際には、すべての創造物は既存のものの新しい結合であり、原理上、参照な

しに創造することはできない。ビジネスにおいても、そうした例が散見される。例えば、

Every Day, Low Price(EDLP)を謳い文句に、米国小売業界に革命をもたらしたウォルマート

がそうだ。既存の小売業が考えもしなかった小さな田舎町への出店や低価格を推し進めて

急速に成長し、今や世界一の年商を誇る企業となった。そのような革新をもたらしたウォ

ルマートではあるが、創業者であるサム・ウォルトンは、のちに自身の事業を振り返って

「生涯を通じて自分がやってきたことのほぼすべてが、ほかの誰かのまねだった。」と述べ

ているi。日本のゲーム業界に「スーパーファミコン」という革新的な家庭用ゲーム機をも

たらした任天堂も、アメリカの ATARI 社のアーキテクチャを採用していたii。このように、

革新的な製品やサービスを生み出した企業も、実際は他社の既存のアイデアを参照、模倣

しているということは珍しくはないのである。 

そこで本研究では、参照や模倣といった行為を、イノベーションを生み出す可能性を持

つものとして積極的にとらえ、事例を通じてその困難性及び有効性について論じる。調査

対象としては、親会社や競合を意識して事業設立に至った株式会社ガウディアに注目した。

株式会社ガウディアは親会社である株式会社日能研関東と、競合である株式会社日本公文

教育研究会を強く意識し、事業の設立に至った。今回の事例から、企業がどういった時期

に何をどう参照し、自社の事業の仕組みを築いたかを詳細に記述する。 

 

2. 調査課題 

2.1. 模倣に対する見解 

調査に先立って、まずは様々な学術分野における模倣の見解の推移を見ていこう。かつ

てプラトンの時代の芸術学者たちは、模倣芸術は正道を外れたものであり、個性のない複

写だと批判していた(Jenkins 1942)。しかし、次第に模倣に単なるコピー以上の価値を見出す

ようになり、模倣への見方をより複雑で精巧なものにしていった（Gombrich 2002）。また、

歴史学者も、時がたつにつれ、模倣を創造性に富んだ聡明な努力だとみなすようになった。

模倣とイノベーションを分離するのではなく、互いに混同させるという見方を提示した

(Berg 2002)。生物学者と認知学者は、かつて模倣を低レベルで精神的な弱さからくる行動と

みなしていたが、現在は模倣が生存、適応、変化に必要不可欠なものである(Meltzoff 2002)

という意見で一致している。 

様々な学術分野で模倣の有効性が見直されているものの、経営学や経済学の分野におい

てはそうではない。一部では実証研究において模倣の合理性を説いているが、多くは、模
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倣に対していまだにネガティブな印象を持っている。一部のものは、経済学において、

Information cascade や rational herding などの理論で模倣の合理性について説いている

（Bikchandani 1992）。Information cascadeでは、多くの後発企業が他社を追随し、同じ行動

をとることが合理的だと主張し、Rational herdingでは模倣者が成功した道筋を繰り返すこと

が合理的だと示している。一方で、未だに模倣を聡明な追従とみなさない者も多い。むし

ろそうした実証的な見地とは対照的に、イノベーションそのものこそが重要（Schumpeter 

1934）で、イノベーションこそが唯一安定したアドバンテージの基礎をもたらすという考

えを支持している（Jensen 2000）。さらに、模倣をイノベーションに比べて劣った「幼稚な

学習」の 1種と決めつける（Kandori 1993）者もいる。 

こうしたなかで、ビジネスにおける模倣の有効性を主張したのが Shenkar(2010)であった。

彼は「模倣はイノベーションの障害ではなく、イノベーションを適切に行うためのドライ

バーである。水面下に存在するコンテキストや能力によって量られるべきであり、イノベ

ーションと緊密に組み合わさっている」と述べた。そして、模倣がイノベーションのドラ

イバーとなる根拠として、Imovatorの存在を挙げた。Imovatorとは、模倣者とイノベーター

の 2 つのプラットフォームを基盤に多様な知識基盤を引き出し、参照し、自社のものにし

ている企業のことである。実際に、彼が優れた模倣者を探し回った時、その多くが優れた

イノベーターとしても名の知られた企業であることに驚かされた。また、模倣は新しいア

イデアを輸入する手段であると同時に、プレイヤーが致命的な過ちを引き起こすことを防

いでくれる役割も果たしていることがわかった。 

 しかし、彼は模倣の有効性を主張すると同時に、その困難性についても述べている。な

かでも模倣を行う際の中心的な難題として、Correspondence problem を挙げた。

Correspondence problem とは、原型モデル（original model）と同様の成果をコピー(copy 

variant)でも出すために、解決しなくてはならない問題である。解決には、自社と他社のコ

ンテキストを考え、字面を超えて物事を深く見る能力が必要となる。しかし、実際のとこ

ろ、Correspondence problemの解決はとても難しいとされている。模倣に失敗する企業の多

くは、この問題を解決できていない。たとえば、エアライン業界のスカイバス社はサウス

ウエストとライアンエアの 2 つのモデルの模倣を行おうとして、莫大な損失を被った。そ

の原因は、両モデルを組み合わせた際に生じる矛盾を見落としてしまったことだ。また、

米国自動車メーカーのビッグスリーと呼ばれるフォードモーター社でさえ、ジェネラル・

エレクトリック社の業績評価システムを模倣しようとして失敗した。これらの失敗の原因

は、模倣対象の複雑性を正確に評価することができず、表面的な模倣に陥ってしまったこ

とにあるiii。このような失敗を回避するためには、自社と他社に対する観察と、それを適切

に実践することが不可欠である。 

 

2.2. 代理学習と経験学習 
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そこで本稿では、観察を代理学習(Bandura 1977)、実践を経験学習(Levitt 1988)と定義して、

模倣の困難性について論じていく。それに先立ち、まずは代理学習と経験学習のメリット、

デメリットを見ていこう。 

代理学習のメリットは、学習にかかるコストを削減できるという点にある。実験や探索

のためのコストなしに活動の価値の本質を捉えて再現することができ（Hauschild 1997）、他

社の経験から学ぶことは、パフォーマンスの向上にもつながる（Bandura 1977）。これに対

して、デメリットは、表面的な模倣に陥ってしまう可能性があることだ。つまり、参照対

象の特徴について十分考慮せず、他社が頻繁に実行する活動を模倣してしまう（Abrahamson 

1993）ということである。 

経験学習のメリットは、より深い学習が可能になることである。代理学習は、観察する

際にどうしても社会的なバイアスがかかってしまうが、経験学習から得られた情報は自社

が経験したことそのものなので、ノイズが少ない（Denrell 2003）。そのため、結果の善し悪

しを把握しやすいといわれている（Gino et al.2010）。また、暗黙知や調整方法、創造性を促

進する活動を共有し発達させる（Leonard 2005）ため、より深く学習することが可能となる。

それに対してデメリットは、自社の考え方や価値観に縛られ視野が狭くなる点にある。特

に、経営陣はしばしば、自身が経験して築き上げた価値観などにとらわれ、新しい意見を

拒絶してしまう（野中 1984）。しかし、自社の経験だけでは情報量や客観的な判断に限界

が生じ、意思決定の際、適切な選択肢を選べるとは限らない。 

 

2.3. 先行研究の限界 

 以上では、代理学習と経験学習のメリット、デメリットについて紹介してきた。しかし、

これらの学習はこれまで様々な議論がなされてきたものの、代理学習と経験学習の 2 つを

組み合わせて議論されているものは少ない(Gino et al. 2010)。また、長期的な視点で見れば、

代理学習と経験学習のどちらも企業にとっては欠かせないものであるが、どの段階で、ど

ちらの学習がより有効なのかということにかんして、議論されているものはほとんど見当

たらない。 

 そこで本研究においては、事業のどの段階において、どちらの学習がより重要になるの

かを、事例を通じて見ていくことにする。それぞれの段階でどのような学習を行ったかを

詳細に描くために、以下では事例をフェーズごとに分け、その事業の設立から現在までを

記述していくことにする。 

 

3. 調査対象 

 今回の調査対象として、株式会社ガウディア（以下、ガウディア）を選択した。ガウデ

ィアは、2006 年 12 月に設立された、小学校低学年向けの教室事業である。現在は国内で

310 教室、約 1600 名の生徒が学んでいる（2012 年 1 月現在）。神奈川県横浜市都筑区の本
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社を拠点に、学習用教材・学習用教具等の開発・販売を始めとして、学習教室の運営、学

習教室フランチャイズ事業の運営を行っている。 

 ガウディアを選択した理由は、親会社である株式会社日能研関東（以下、日能研関東）

と、既存の競合企業である株式会社日本公文教育研究会（以下、公文）から多大に影響を

受けていると考えられるからだ。さらに設立間もないため、公刊資料からの事後分析では

なく、設立のプロセスについてのインタビュー調査が可能であるという点も、今回の調査

対象として適切だった。 

 

4. ケース 

4.1. ガウディアの授業風景 

 ガウディアの教室を覗くと、子どもたちは好きな座席に座り、自分だけに割り当てられ

た教材を黙々と解いている。教室前方の女性指導者は、子どもたちの学習には口出しをし

ない。優しい眼差しで見守りながら、解き終わったプリントの採点を行い、次の教材を手

渡すだけだ。この様子は、一見、ガウディアの親会社である日能研関東の授業風景とは大

きく異なる。日能研関東は 1973年の設立以来、常に生徒たちが切磋琢磨できる状態を維持

し、中学受験専門予備校として実績を築いてきた。教室では指導能力に長けた教師陣によ

って一斉授業が行われ、また、成績別にクラスや席順が決められている。 

しかし、一見対照的に見えるガウディアの授業風景にも、至るところに日能研関東の影

響がみられる。それは、子どものやる気を引き出す工夫だ。たとえば、ある教室では、教

室の中央に、高さが微妙に異なる丸いテーブルが 3つ並んでいる。低学年の生徒は 1番低

い机に座るが、高学年の生徒は 1番高い机を選んで座っている。また、子どもたちの解い

ている教材プリントも、学年によって見た目がだいぶ異なる。低学年の生徒が解いている

教材は、文字が大きく、4色刷りで、カラフルでポップな印象だ。それに対して、高学年の

生徒が解いている教材は、黒の 1色刷りである。字の大きさも、高学年の教材になるにつ

れ小さくなる。これらの工夫は、こどものやる気を引き出すために、小学校高学年の「少

し高い机で勉強したい」「小さい文字でも読める」「白黒の方が大人っぽい」という、背

伸びをしたい心理を察知して施されたものだ。こうした工夫こそ、日能研関東の影響だと

いえる。設立から約 40年間、教室という現場で多くの子どもたちに接していたことから、

日能研関東は、子どもたちのモチベーションを引き出すための環境作りに、非常に気を配

っている。それがガウディアの教室でも活かされているのだ。 

 

高学年の生徒っていうのは、大人扱いしてもらえることが変に嬉しいんです。そうい

うことをやりながら、教材を作る。そういうところまで気を使って教材を作ってるんで

す。（中略）日能研関東でも、お父さんお母さんに対して、自慢できるような問題を出

してあげるんです。そういうところって子どもと駆け引きありますけど、教材でもそう
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なんです。多分この時期にこういうことやっておくと子どもたちは喜ぶだろうなってい

うようなことも、考えながら。それは教室という現場に行って、子ども達と接している

人だから、そういう感性が出てくるっていう。 

（専務取締役 栃原千代松氏iv） 

 

 しかし、ここで 1 つの疑問が湧き上がる。ガウディアは、日能研関東の影響を受けてい

るにもかかわらず、なぜ親会社と同様の一斉授業ではなく、個別教室の自学自習を選択し

たのだろうか。ガウディアが親会社と異なる教室事業を展開したのには、日能研関東時代

の教師陣の問題意識が大きく影響していた。 

  

4.2. ガウディアの問題意識 

現在ガウディアで専務取締役を務める栃原千代松氏（以下、敬称略）は、日能研関東に

おいて創業間もないころから 32年間、たくさんの子どもたちを見てきた。 

栃原は日能研関東時代、指導改善のため、授業風景をモニターで観察したことがあった。

そのとき、ある子どもの勉強に対する姿勢が目についた。モニターには、ある日の数学の

授業風景が映し出されている。授業態度がよくない生徒が先生に注意された。その生徒は、

ふてくされたまま、ぶっきらぼうにこう言ったのだった。「いいんだよ、先生。で、答えは

なんなの？」 

日能研関東の教師陣は最近、このような態度をとる子が目立ってきたことに、問題意識

を抱いていた。こうした、ただ丸がつけばよい、といった風に自分の頭で考えようとせず

に、すぐに答えを尋ねる姿勢。その最たるものがカンニングであると考えた教師陣は、こ

うした現状が続くのを恐れた。彼らは、正解することはもちろん大切であるが、答えを出

すまでに自分の頭でしっかり考える過程が重要だと考えていた。 

 

4.2.1 既存の教材に対する疑問 

 彼らは、こうした子どもたちが目につくようになった原因を探るべく、子どもたちが日

能研関東の入塾以前に、どのような学習をしてきたのか調査を行った。すると、入塾する

生徒の非常に多くが、公文での学習を経験してから日能研関東に入塾していることがわか

った。そして、そうした子どもたちに見られる特徴として、公文で教わった計算問題や漢

字は速く正確に解くことができるが、文章題になった途端に「見たことがないからやらな

い」「これは習っていないからできない」と言って、考えることをやめてしまう傾向がある

ことに気が付いた。 

 

計算はできるんだけど、文章題になったら見たことが無いからやらないとか、やりた

くないとか、これは習ってないからできないとか。考える気持ちになれないんです。本
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当はできる、本当はベースになる知識を持っているはずだから、ちょっと考えればでき

るのに。1番大事ですよね、低学年のうちで、諦めずに解くこととか。」 

（スーパーバイザー 笠矢理恵氏v） 

 

 こうした現状から、彼らは子どもたちがつまずく原因として、公文で身につけた能力と、

日能研関東が求める能力とのあいだに、ミスマッチがあるのではないかと考えるようにな

った。 

 公文の教材は、1954 年に、当時高校の数学教師であった公文公氏が、息子のためにルー

ズリーフで計算問題を作ったことが原点となっている。その手作りの教材は、息子が毎日

無理なく続けられ、着実に成績アップできるような工夫が施されていた。それがきっかけ

となり、公文は 1958年 7月、大阪数学研究会として創立された。以来、小学校低学年の子

どもたちの自学自習をサポートする事業として順調に教室数を伸ばし、現在は全国に 17,000

教室を開設するに至った。幼稚園、小学校低学年の子どもを持つ保護者のなかには、居酒

屋で「とりあえずビール」と注文するのと同じ感覚で、「とりあえず公文」に通わせる人も

多いというvi。彼女達は、受験を意識するにはまだ早いが、勉強習慣をつけさせたいという

理由で、公文を選択する。こうして現在、小学校低学年向けの教育事業において絶大な実

績を誇る公文だが、子どもたちに提供している教材には、ある特徴があった。それは基本

的な公式などのルールを最初に覚えさせて、それを何度も時間を測りながら反復学習させ

ることによって、子どもたちに定着させる構成になっているということであった。 

しかし、日能研関東の教師陣は、こうした公文の教材に対して疑問を抱いた。その疑問

とは、公文の教材では、公式を速く正確に使いこなす能力は身につけることができるが、

子どもたちが自分の頭で公式を導き出したり、プロセスを考えたりする能力は身につかな

いのではないか、というものであった。そして、教室での指導を通じて感じていた「すぐ

に答えを求める子どもたち」が目立つようになった原因も、ここにあるかもしれないと感

じた。 

彼らは次第に、公文の提供している能力と、現代の中学受験や社会から求められる能力

との間にはミスマッチがあるのではないかと考えるようになった。そこで彼らは、公文が

設立された 1960年頃の日本社会に思いを巡らせた。 

 

4.2.2 日本の社会構造の比較―50年前と現在― 

 公文が本格的に事業として設立された 1960年頃、日本は高度経済成長のまっただ中であ

った。子どもの数は現在より多く、2011年度の 6歳児の人口が 111万人であるのに対して、

1955年度は 247万人であったvii。また、家族構成も現在とは異なり、子どもたちは大家族の

なかで、たくさんの兄弟に囲まれて育った。 

当時の日本は大量生産・大量消費が謳われ、効率的な作業で生産を伸ばすことのできる
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能力が、社会の担い手として大きな強みであった。そして、速く正確に問題を処理する能

力が競争に勝ち抜くうえで必要だと思われていた。こうした時代背景もあり、公文の教材

は、50年前の日本が求める人材とぴったりマッチしていたのだった。 

しかし、現在の日本はバブル崩壊を経て、成熟社会へと突入した。それに伴って少子高

齢化が進行し、子どもの数は 50年前の約半分に減少した。核家族化も進行し、子どもは「シ

ックスポケット」viiiのもと、親から次々と投資され、手をかけられてきた。同世代での競争

も、昔ほど激しくなくなった。 

このような社会構造の変化に伴って、日能研関東の教師陣は子どもに求められる能力も

変化したと考えた。現代のような成熟社会においては、速く正確に問題を処理し、生産を

伸ばすだけでは、対処できない問題が増えてきた。その上、子どもの数が 50年前に比べて

半減したということは、今後は従来の 2 分の 1 の人数で社会を回していかなくてはならな

いことになる。こうした状況において必要とされるのは、教えられたことを正確にこなす

だけではなく、未知の出来事に対しても自分で解決策を考え、対処していく能力、「考える

力」ではないだろうか。日能研関東の教師陣の中で、そうした思いが次第に強くなってい

った。実際に、大学入試や高校入試の設問内容にも変化が見られた。正解が 1 つの設問で

はなく、小論文などの正解の基準が曖昧な入試問題が増えてきたのだ。 

 しかし、いざ教室に足を運べば、そこでは子どもたちがすぐに正解を尋ねてくる現状が

あった。日能研関東はそのような子どもたちを目の前にし、社会のニーズと現状とのあい

だにミスマッチを感じずにはいられなかった。教育者として、こうした現状を見過ごすこ

とはできない。次第に日能研関東内で、低学年のうちに「考える力」を育みたいという意

識が芽生えはじめた。 

 

公文さんは 300 万人の子どもたちがしのぎを削る、50 年前にできた。今でいう電卓や

コンピュータの代わりに、自分たちでそろばんをやって、1番速い子が勝ったわけじゃな

い。でも今は子どもの数が 100 万人になっちゃってるでしょ。そうすると、コンピュー

タやパソコンといった処理能力よりも、どっちかといえば、1人 3役できるくらいじゃな

いと、少なくとも今の社会を成立させられないわけ。そうすると、計算ができたり漢字

ができたりするだけでは、やっぱりもうね。社会が変わったからね…。 

（専務取締役 栃原千代松氏ix） 

 

4.3. 新事業設立 

 こうして、「考える力」を小学校低学年から身につけさせるために、2000年頃から日能研

関東で、新しく事業を設立しようという動きが起こりはじめた。 

 しかし、その際、日能研関東はジレンマを抱えることになった。それは、日能研関東が

いくら「考える力」の早期教育が必要だと気がついても、中学受験専門予備校である以上、
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合格実績を出さなくてはならないということだ。日能研関東の指導においては、考える「過

程」が重要だと言いながらも、志望校に受かるという「結果」を出すことが大前提となっ

ている。しかし、「考える力」とは、子どもたちが自分の頭でしっかり考え、答えを導き出

すことによって身につけることができる。そのため、一斉授業をしたり、全国模試などで

他人と競い合ったりするような状況ではなく、1人ひとりのペースでじっくり問題と向き合

える、自学自習の環境を作る必要があった。 

 また、40年の時を経て大企業となった日能研関東内において、新事業を立ち上げるのは、

非常に難しい状況であった。既存の事業の仕組みに変更を加えるとなると、たいへんな時

間や労力を費やすからだ。特に、小学校高学年を対象に中学受験専門予備校を運営しなが

ら、低学年向けの新事業を立ち上げるのは容易ではない。また、教材開発は一般的に時間

と労力がかかると言われており、日能研関東は新事業の設立に踏み出せずにいた。 

 こうした状況を感じ取ったのが、河合塾の事業主体である KJ ホールディングスである。

以前、日能研関東と KJホールディングスは、日能研東海などの事業において共同出資を行

った経験があった。また 2003年頃には、KJホールディングスが日能研関東に韓国の小学校

低学年向け教育事業の日本展開について、話を持ちかけたことがあった。その事業は設立

には至らなかったものの、「乗りかかった船」ということで、小学校低学年向けの事業を日

能研関東とKJホールディングスで共同出資し、新たに会社を立ち上げることになったのだ。 

 

4.4. 第 1フェーズ（教材の独自開発） 

 こうした経緯で、2006年 12月、ガウディアは設立された。日能研関東で教務を勤めてい

た者を中心に、6 名が設立に携わった。設立時に注力したのは、「考える力」を実現するた

めの教材開発であった。 

 

4.4.1 教材開発 

ガウディアは、「考える力」を育むために、独自の教材開発に着手した。中学受験におい

ても社会においても、今求められているのは単純処理能力、反復能力の速さだけではない

と考えていたガウディアは、従来とは全く異なる教材を 1 から作らなければならないと感

じていた。先を急ぐ学習、スピードにとらわれず、じっくりと考えながら取り組むことの

できる教材を作ろうと、精力的に教材開発に取り組んだ。 

一般的に教材開発には、1学年分で 1億円の設備投資がかかると言われているなかで、ガ

ウディアは小学校 6 年分の教材を 1 から作り上げた。教材開発は、日能研のクリエイティ

ブスタッフと協力して行った。ガウディアは「考える力」を提供できる教材を作りたいと

いう理想を強く抱いていたが、それを実際に教材として具現化するノウハウを持っていな

かった。クリエイティブスタッフは長年、教室という現場で子どもたちをよく観察してき

た。そういう意味で、日能研のノウハウが詰まった人材であり、どういう切り口で問題を
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作ったら、子どもたちがしっかり考えるかについての理解が深く、子どものつまずきやす

いポイントや、細かいステップで丁寧に学んだ方がよい単元なども把握していた。 

しかし、いくらクリエイティブスタッフの子どもへの理解が深いとはいっても、「考える

力」を育むという前例のない教材を開発するのは容易ではなかった。まず、クリエイティ

ブスタッフと協力し、ガウディアの考えを教材として具現化する。その教材を、日能研関

東の教師陣に、試しに解いてもらう。「ここではつまずく」「ここはステップが粗い」など

とフィードバックをもらい、再び教材を作り直す。その繰り返しで、1つずつ教材を作り上

げてきたのであった。また、こうして形になった教材は、いったんガウディアの直営教室

で検証された。学習プリントはもちろん、新しいツールなどが出た場合も、実際に直営教

室で指導者や子どもに体験してもらう。そこでの検証が済んで初めて、加盟者に教材を勧

めることができる。 

 

教材を作るまでに、相当いろんなところでヒアリングもかけました。日能研関東のネ

ットワークを使って、親御さんへのヒアリングをしたり、教材研究をしたり。この構成

じゃないと考える力はつかないよっていうのを、本当にゼロベースで。（中略）で、うち

の企画を具体的に教材に落としてくれたのは、日能研のクリエイティブスタッフの人た

ちなんです。クリエイティブスタッフの人たちは、現場で子どもたちを見てきたし、教

えてきたんです。そういう意味では、日能研のノウハウというのが全部詰まっている。

だからあっちがいなくてもできなったし、うちがいなくてもできなかった。日能研は四

角い頭を丸くするみたいな、ああいう問題に力を入れている会社だから、どういう切り

口で問題を作ったら子ども達がしっかり考えなきゃ解けないか、という問題の構成作り

のプロ。だから、そこの力をお借りしているの。 

（スーパーバイザー 笠矢理恵氏x） 

 

こうして、試行錯誤の末に完成した教材は、1 学年あたり 1600 ページに及ぶ非常にボリ

ュームのあるものであった。これは、既存の競合の 2倍以上の量に相当する。この枚数を 1

枚ずつ解き、思考プロセス鍛えることこそが、ガウディアの「考える力」を身につけるの

に不可欠である。 

教材は導入・基礎・発展の 3 段構成になっている。導入ではイメージする力を鍛え、概

念を理解し、基礎では分野ごとの知識を定着させ、発展で基礎・基本を使いこなす学習を

する。なかでもガウディアは導入の段階に力を入れている。たとえば、一般的に小学校 1

年生の四則計算の単元においては、1＋1 を計算するところから始まるが、ガウディアは導

入の 60 ページを終えて、やっと 1＋1 が出てくる。また、鶴亀算の単元では、最初に公式

を覚えるのではなく、鶴が 20 羽、亀が 0 匹の場合、鶴が 19 羽、亀が 1 匹の場合・・・と

順々に問題を解くなかで、法則性を見つけ出すという問題構成になっている。具体的な事
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象を自分の頭でじっくり考え、法則性に気づかせるのが狙いだ。このようにガウディアは、

じっくりと子どもに考えさせ、知識の活用の仕方を学ばせようとしている。受験やテスト

のための暗記・詰め込みなど、一過性の目的のためではなく、 将来にわたって必要とされ

る力を育みたい考えだ。 

 

4.4.2 出店政策 

教室を展開する際、ガウディアは公文の教室展開を参考にした。それは個人教室をフラ

ンチャイズ（以下、FC）で全国展開することだった。ガウディアが公文の出店方法を参照

したのには 2つの理由があった。 

 1 つ目は、「考える力」を育むためには、スピードにとらわれずにじっくりと考えながら

取り組む環境が必要だと考えたからだ。小学校低学年の子どもが周囲のスピードに煽られ

ることなく、また、自分のペースでも怠けることなく学ぶためには、少人数の個人教室で、

指導者が子どものペースを調整することが適していた。また、日能研関東に子どもを通わ

せたことのある保護者のアンケートにおいても、公文のような個人教室で自学自習するス

タイルは好評だった。 

 2 つ目は、FC による展開は低コストかつ高スピードでの開室が見込めるからだ。教材開

発に積極的に投資したガウディアは、他の部分ではコストを抑えたい考えだった。競合の

公文と戦うためには、自ら場所を探して直営店を建てていくというペースでは到底追いつ

かない。そのような事情を抱えたガウディアにとって、FC契約で個人教室を展開するモデ

ルは魅力的だった。またその際、優秀な指導者を獲得するべく、日能研のネットワークを

活用した。教育のノウハウがある教師経験者を中心に、個人教室の指導者として採用した

のだ。 

以上の方法で、ガウディアは、2008年 3月から 2009年の 6月頃にかけて、北海道から九

州まで全国に 170教室を開設した。公文などの既存の学習教室と同じ地域に開室するなど、

競合に真っ向勝負を挑むようなかたちで出店した地域もあった。ガウディアは「考える力」

こそ現代社会のニーズに応えるものであり、これを武器にすれば既存の学習教室と戦って

いけると考えていたのだ。 

 

4.5. 第 1フェーズの誤算 

しかし、ガウディアは 170 教室を全国に展開をしたものの、教室数及び生徒数に伸び悩

む結果となった。170 教室のうち 58 教室を閉室することになったのである。教室を作るこ

とが目的化し、ニーズがないところやガウディアの意図に適合しないまま開設した教室も

あった。その原因は、一度に全国各地へ出店したことにある。 

ガウディアは、FC で全国展開したが、拠点が首都圏に位置していたこともあり、SV が

直接足を運ぶことのできない教室ができた。その結果、SVによる指導者の育成が十分にで
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きなかった。いくら教材が優れていても、その使い方を誤れば、自学自習によって「考え

る力」を実現することはできない。 

特に問題だったのは、指導者として採用した教師経験者たちが、子どもたちに解き方や

答えを教える傾向にあることだった。「考える力」を身につけるためには、子どもが自学自

習するなかで、自ら気づきを得ていくプロセスが重要となる。しかし、教師経験者たちは

ガウディアの「考える力」を実現する指導法をよく理解しないまま、塾などの延長線上の

感覚で「教える」指導をした。そして、子どもたちの気づくという行為を止めていたのだ。 

ガウディアは、そもそも塾とは違うフィールドに立っている。それにもかかわらず、塾

などで教師経験を積んだ者を採用した。教師経験者は「教える」という指導法に慣れてい

たため、子どもたちがつまずいているのを見ると、どうしても教えたくなってしまうのだ。

しかし、一度に全国展開したために、そうした教師経験者に正しい教材の使用法を指導す

ることもできなかった。そのため、ガウディアの教材は、価値を発揮することができなか

った。 

また、この出店政策は、ガウディアの認知拡大に貢献しなかった。分散的な出店をした

ため、既に根強いブランドのあった公文から顧客を奪うことができなかったのだ。そのた

め「とりあえず公文に通わせておけば大丈夫」と考える保護者の興味を、ガウディアに引

き付けることができなかったのだ。 

 

基本的に教師って“教える”じゃないですか。でも自学自習では、指導者が“背中を

押して”あげるのが大事なんです。うちの教材は問題のどこかにヒントが必ず書いてあ

るので、答えも解き方も教えないけど、たとえば困っている生徒を見たら「もう 1 回問

題読んでみようか」と、ワンセンテンスごとに一緒に読んであげる。そうすると生徒も

「あっ」って言って気づくんです。教えられるんじゃなくて、自分で気づくっていうの

が大事なんです。 

（広告宣伝部 山崎一幸氏xi） 

 

4.6. 第 2フェーズ —失敗経験からの戦略転換— 

 第 1 フェーズの誤算から、ガウディアは教訓を得た。それは、どんなによい教材を開発

しても、その使い方に不備があれば、その価値が発揮されないということだった。 

 彼らには、開発した教材については「間違っていない」という自信があった。まだまだ

発展途上ではあるものの「ガウディアの教材なら、既存の公文にはできない価値を子ども

たちに提供できる」という思いは揺らがなかった。それはまさしく、長年子どもたちを見

てきた日能研関東の経験や指導ノウハウがあったからだった。「考える力」が必要だという

思想を教材として具現化できた誇りが、彼らの中にあった。 

そこでガウディアは、教材が正しい使い方をされるよう、SVによる指導者の育成を強化
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した。まず、SV が指導者の育成に専念できるよう、今まで SV が担ってきた新規教室開拓

の仕事を他に任せることにした。そして教室の新規開拓には、大手証券会社や小売会社な

どからスカウトした人材を充てた。彼らは、自社の製品・サービスを広めるノウハウを持

っていたため、ガウディアの営業においても力を発揮してくれるだろうと見込んだのであ

る。 

 また、指導者に直接指示ができるように、出店地域は SVが直接足を運べる首都圏に集中

させた。直接足を運べない地方に関しては、2つの方針で出店を行った。1つ目は、地方の

拠点として、エリア本部制を敷いた。2つ目は、エリア本部制の敷けなかった地方において、

既にその地方において知名度のある法人企業との法人契約を推進した。法人契約とは、パ

ートナー企業の資源に応じて、募集、運営、指導に自由度を持たせた契約のことであり、

それらについて一切の例外を認めていない FC契約に対して、教室数や生徒数を増やしやす

い。 

 以下では、第 2フェーズにガウディアが行った「首都圏への集中出店」「エリア本部制」

「法人契約の推進」について、詳細に見ていこう。 

 

4.6.1 首都圏への集中出店 

SVが 1つひとつの教室へ足を運び、指導者を育成できるように、ガウディアは首都圏に

集中して個人教室を開室した。開室地域には、比較的裕福な目黒区、青葉区、世田谷区な

どを選んだ。こうした地域の保護者は子どもへの教育投資を惜しまないという、教育意欲

が高い人が多い。彼らは子どもの教育についてきちんと考えているため、従来とは価値の

異なるガウディアの「考える力」というコンセプトに対しても、理解を得やすいと考えた。 

 商圏は 1 教室あたり 300 メートルとした。これは、小学校低学年の子どもが徒歩で通え

る範囲であるというだけでなく、主婦層の口コミの発生を考慮して決められた。まだブラ

ンドが浸透していないガウディアにとっては、まず何よりも認知してもらうことが重要で

ある。300メートルごとにガウディアがあれば、「ここにもガウディア」「あそこにもガウデ

ィア」といった風に、徐々に生徒や保護者のあいだで存在が認識されるようになると考え

たのだ。 

 このように、1 町内会での教室数を増やすという出店政策により、「考える力」という価

値を理解してくれるコアファンを獲得し、そうしたコアファンを中心に、「ガウディア」の

口コミが保護者間で広まることを狙った。 

 

4.6.2 エリア本部制 

 首都圏に拠点を持つガウディアは直接足を運べない地方において、県単位でエリア本部

制を敷くことにした。現在は和歌山や宮崎などの拠点を中心に、221 教室を開室している

（2010年 7月時点）xii。 
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 エリア本部制の目的は、全国展開を成功させるための拠点を各地に作ることだった。第 1

フェーズにおいて地方都市に出店した教室は、どこも軒並み失敗した。その理由は、全国

に分散して出店したため知名度が上がらなかったことと、SVが直接教室を訪れて、指導者

を育成できなかったことであった。そこで第 2 フェーズにおいては、エリア本部を設ける

ことで、この問題を解決しようと考えたのだ。エリア本部を中心に開室することで知名度

の向上を図り、SV業務をエリア本部に委託することで、地方都市における各教室の状況も

こまめに把握できるようにした。 

 

4.6.3 法人契約の推進 

首都圏とエリア本部制を敷いた地域以外において、ガウディアは法人契約を推進してい

った。法人契約とは、教材を法人企業に販売することである。目的は、教材開発への投資

を回収することだった。FC契約に加えて、法人契約を推進することで徹底的なコスト削減

と、高スピードでの教室数及び教材利用者数の増加を目指した。 

ガウディアがこのような戦略をとったのは、教材に対する自信と、公文との出店政策の

棲み分けを意識していたからであった。ガウディアの教材はプロセスに重点をおいている

ため、使う順番もマニュアルで定められている。そのため、指導者側に教材を使う順番に

関するノウハウがなくてもよい。また、個人教室において絶対的な地位を築き上げた公文

は、法人企業との契約を推進することができない。なぜなら、公文にとって法人企業との

契約を推進することは、すでに全国に 17,000 もある個人教室と生徒の取り合いをすること

を意味するからだ。 

ガウディア内には、法人契約の推進を「コンテンツ販売」と喩える者もいる。地方塾の

なかには、「ガウディア」というブランドを出さないで教材を使ってもらう形態もあった。

しかし、このような契約方法は、設立間もないガウディアにとっては好都合であった。た

とえば、まだガウディアの認知が低い地域であっても、地方の有力進学塾などの名前を借

りて教材を使用してもらえば、地の利を活かして低コストに教材使用者数を増やすことが

できるのだ。実際に、北大学力増進会や個別指導塾まつがくなどの地方進学塾では、ガウ

ディアの名前は出さずに教材が使用されている。 

 

公文さんは既に日本中に広く事業を展開しています。だから、先代からのお付き合い

もあって、法人企業への営業は難しい。逆にうちは教材を強みに、法人契約を進めてい

く。 

（経営企画部長 工藤勝彦氏xiii） 

 

また、副次効果として、法人企業からの教材に対するフィードバックが、教材の改善に

役立つことがあげられる。書籍が初版以降も改訂を重ねるように、ガウディアの教材も、
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さらにブラッシュアップしていきたい考えだ。 

 

4.7. ガウディアの展望 

 第 2 フェーズを経て、ガウディアは順調に教材の価値に対する理解者を増やしている。

法人企業と法人契約を推進することによって、投資の回収と教材のブラッシュアップを行

いつつ、首都圏と地方拠点を中心に教室展開の仕組みを整備し、全国への展開を狙ってい

こうと考えている。 

 また、法人契約についても、従来の教育事業にはなかった多様な形での販売を模索して

いる。なかでも、音楽教室やスイミングスクールにガウディアの教材を導入する取り組み

を始めた。近年では 1 人でいくつも習い事をする子どもが増えたため、プラットフォーム

を一体化するのが目的だ。このようなケースはまだ発展途上であるが、ガウディアはなか

なかの好感触をつかんでいる。このような習い事と、ガウディアの教材は相性がいいこと

がわかってきた。音楽教室では小学校低学年の子どもたちは音感やリズムなど、音楽を感

じることはできるが、感じたことを主語や述語などの共通のルールに落とすことを学ばな

い。そうした部分を、ガウディアが補ってくれるのだそうだ。そういう意味で、ガウディ

アは算数国語を教えているというより、考え方を教える、考え方や習慣を定着させるため

の道具を売っているとも言える。ほかにも、学校法人や幼稚園に副教材として導入しても

らうなど、ガウディアでは、多様な形での教材の価値の実現を模索している。 

 また、最近では SV同士で指導や教材の使い方に対する知識、ノウハウの共有を促すため

に、勉強会が積極的に開催されている。今まで年に 2 回程度だったものも、月数回開催す

るなど、頻度が増した。勉強会では、成功している教室の事例や、指導でつまずきやすい

ポイントなどを共有している。これにより、ガウディアは教材が正しく使われ、「考える力」

を実現できることを目指す。 

彼らは目先の利益ではなく、10 年、20 年、30 年先の教育のことを考えている。「考える

力」の必要性が全国に伝わり、「とりあえず公文」から、「とりあえずガウディア」を選ん

でくれる人が増えていること。これが彼らの目指す姿であり、願いである。 

 

自分たちは教育の一端を担っているみたいな気持ちを、みんな持っているんです。試

験で子どもたちが結果でなくても（中略）本当に良かったって言ってもらえるようなこ

とを、自分たちはやっているんだろうかって言うのを意識してやっているんです。 

（専務取締役 栃原千代松氏xiv） 

 

5. 分析 

 以上が、ガウディアの誕生から現在までのストーリーである。事業展開において、ガウ

ディアの他社に対する観察や、親会社である日能研関東での経験が影響を与えていること
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が分かった。たとえば「考える力」というガウディア独自のコンセプトは、競合である公

文の観察と、日能研関東での経験によって生まれた。また、個人教室で自学自習を行う、

という事業形態は公文をお手本としている。教材開発の段階では日能研関東のノウハウを

取り入れた。結果的に誤算となった第 1フェーズの出店政策も、公文の全国展開を倣った

と言えるし、第 2フェーズにおける法人契約の推進も、個人教室を主軸に教室展開してい

る公文との棲み分けを図ったと考えられる。 

 このように、代理学習と経験学習のどちらも、ガウディアに大きな影響を与えているの

は確かである。では、事業展開のどの段階で、代理学習もしくは経験学習がより効いてく

るのだろうか。 

 以下では、ガウディアの事業展開の段階を、設立と事業拡大というフェーズに分けて分

析していく。そして、どちらの段階で、どちらの学習がより有効であるかを見ていこう。 

 

5.1. 設立のフェーズ 

 設立のフェーズとは、ガウディアが事業をスタートできる段階に立ったときのことまで

を示す。具体的には、日能研関東において問題意識が生じたときから、教材開発や教室展

開までを含む。この段階において、ガウディアは日能研関東の経験学習をベースに、公文

から代理学習をし、新規事業を立ち上げていく。以下では、設立のフェーズにキーとなる

学習を行った「教材開発」と「全国展開」に焦点を当てて、分析していく。 

 

5.1.1 教材開発 —代理学習の成功— 

 従来の教材が処理能力の向上を目的としていたのに対して、ガウディアは全く新しい「考

える力」を育む教材を独自開発することができた。すでに述べたように、この発想は日能

研関東と公文の影響を受けている。では、なぜガウディアは既存のアイデアから、まった

く新しい教材開発をすることができたのだろうか。 

 それは、ガウディアが日能研関東の経験学習をベースに、公文を代理学習することがで

きたからだ。ここでいう経験学習とは、日能研関東時代の実践と、それを通じて得た教材

開発に関するノウハウである。日能研関東の教師陣は、教室という現場で子どもたちを教

育してきた経験がある。つまり、子どもの思考プロセスやつまずきやすいポイントなどを

把握しており、それがガウディアのプロセス重視の教材開発に役立ったのである。 

 そして、この経験学習があったからこそ、ガウディアは公文の教材や自学自習のスタイ

ルを代理学習できたと言える。日能研関東時代の教材開発経験があったため、公文を観察

した時に、公文の教材は反復学習が前提にあり、処理能力の向上を目的としていると判断

できた。そして、現代社会のニーズに対応するためには、全く新しい教材—「考える力」

を育む教材が必要であるとの気づいたのだ。 

公文の自学自習のスタイルを選択できたのも、日能研関東での経験学習があったからだ。
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ガウディアは「考える力」というプロセスを重視する教材には、先を急ぐ学習やスピード

にとらわれず、じっくりと考えながら取り組むことが重要だと考えてきた。そのため、日

能研関東で経験してきた一斉授業や成績順のクラス分け、座席決定は適していないと考え

た。そのとき、子ども 1 人ひとりの学習進度に合わせて教材が割り当てられ、競争心を煽

ることがなく、自分のペースで学習できる公文のような自学自習のスタイルは、非常に魅

力的に映った。 

 

5.1.2 FC での全国展開 —代理学習の失敗— 

 しかし、ガウディアは設立間もない頃の教室展開においては、あまり実績を上げること

ができなかった。この時もガウディアは教材開発時と同様に、公文を参照し、その出店方

法、つまり個人教室を FC で全国展開する方法を取り入れようとした。だが結果的に、170

教室中 58教室を閉室することとなった。これは、公文の代理学習に失敗したといえる。で

はなぜ、代理学習に失敗したのだろうか。 

それは、ガウディアが、日能研関東での経験学習を踏まえずに代理学習を行ったからだ。

ここにおける経験学習とは、日能研関東が実践していた出店方法や指導のことを意味する。

日能研関東は、神奈川、東京、埼玉を中心に 38校を持つ、中学受験専門塾で、教室はすべ

て直営である。少ない拠点で多くの生徒を抱える事業であるため、少人数の教室を、FC で

全国各地にたくさん作ることは、未知なる領域であった。また、個人教室で指導者が子ど

もに「教えない」という指導スタイルにかんしても、ノウハウのある教師が教えるスタイ

ルとは大きく異なっていた。しかし、ガウディアでは、こうした指導法では教材の価値を

発揮できないということに気づかず、表面的な模倣にとどまってしまったと考えられる。 

 

5.2. 事業拡大のフェーズ 

 事業拡大のフェーズとは、ガウディアの教材がほぼ完成し、それを使用してもらう教室

数を増やす段階のことである。この段階において、ガウディアは他企業のビジネスを参照

するという代理学習をベースに、自社の経験学習をより深いものにしていった。以下では、

事業拡大のフェーズでキーとなる学習を行った「法人契約の推進」に焦点を当てて、分析

していく。 

 

5.2.1 法人契約の推進 —経験学習の成功— 

 事業拡大のフェーズにおいて，ガウディアは法人契約を推進した。法人契約とは、パー

トナー企業の資源に応じて、募集、運営、指導に自由度を持たせた契約のことである。具

体的には、ガウディアという名前を出さないままで教材を利用してもらったり、幼稚園や

小学校の副教材として利用してもらったりした。それまでは、公文の教室で公文の教材が

使われているのと同様に、その塾の教室では、その塾の教材が使われていのが一般的だっ
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た。では、なぜガウディアはこのような教材の使用方法を思いついたのだろうか。それは、

ガウディアが他企業の営業販売を代理学習し、自社の教材の利用方法に，ある程度の自由

を持たすという経験学習ができたからである。 

 ここでいう代理学習とは、異業種の営業方法から気づきを得た、という意味である。設

立当初のガウディアには、日能研関東の教師陣が多かった。彼らは教育者としての熱意は

あったが、自社の収益構造や財務管理といったビジネスにかんする知識をあまり持ってい

なかった。 

しかし、ガウディアは事業拡大のフェーズを迎え、どのように「考える力」という価値

を広めていくか、という戦略が必要な段階に来ていた。そこで、自社の製品・サービスの

販売営業で成功している他企業から、その手法を学ぼうと考えた。具体的には大手証券会

社やベンチャー企業などから、営業経験豊富な人材をスカウトしたのだ。そこでガウディ

アは、必ずしも教室や指導者などの全てを自社で抱え込む必要性がないことに気づいた。

任せられるところは、相手に任せ、自社の抱えるコストを削るという発想を得たのである。 

 ガウディアは以上の代理学習をベースに、経験学習を行った。つまり、証券会社などの

営業手法を前提に、ガウディアの強みである教材の法人契約を実践した。ガウディアの教

材はプロセスを重視しているため、きちんと順番通りに解いていけば実力がつく構成にな

っている。そのため、教材の使い方をきちんと理解した相手であれば、教材を販売したあ

と、SVが何度も指導したりする必要がない。この教材の強みが、ガウディアの法人契約を

可能にした。 

 以上のように、事業拡大の段階において、ガウディアは代理学習をベースに経験学習を

行うことができた。 

 

5.3. 分析まとめ 

 今まで代理学習と経験学習を組み合わせた議論はほとんどされてこなかった。また、企

業のどの段階でどちらの学習がより重要になるかについても論じられてこなかった。しか

し、今回の事例から、1企業の事業展開において、どちらの学習も重要であることが分かっ

た。また、段階ごとに重要性が異なることも判明した。つまり、ガウディアにとって、経

験学習を積んでいない設立時には代理学習が重要で、ある程度自社の事業の仕組みが定ま

った頃には経験学習が重要になってくるということだ。しかし、設立時の代理学習におい

ても、準拠点や軸足としての自社の経験学習が大事であり、事業拡大時の経験学習の際も、

視野を狭めることなく事業を進めていくために代理学習が重要となる。つまり、どちらの

学習も補完的な関係にあると言えよう。有効な模倣には代理学習と経験学習どちらかでは

なく、重要な度合いは異なるものの、どちらも必要なのだ。 

 

6. 結び 
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 模倣は、単なる猿真似ではなく、むしろ知的で創造的な行為ととらえることができる。

なぜなら、適切な模倣を行うためには、代理学習と経験学習を場合に応じて重要度を変え

ながら、うまく組み合わせなければならないからだ。代理学習がうまくできるのは、自社

の実践を通じた経験学習があるからだ。それにより、模倣対象のどこを参照すべきかにつ

いて、準拠点をあたえてくれる。そして経験学習がうまくできるのは、視野を広げ可能性

を広げてくれる代理学習があるからである。 

 本稿の理論的貢献は 2点ある。1点目は、模倣の困難性と有効性についてケースを通じて

具体的に記述した点である。2点目は、代理学習と経験学習を組み合わせて議論し、どの段

階においてどちらがより重要かについて、1つの見解を提示したことである、 

 一方で本稿の限界点は、次の 2点である。1点目は、企業のライフサイクルが、設立と事

業拡大の 2 つに限定されている点である。設立や事業拡大の他にも、成熟、衰退、その後

の再生などの段階が考えられる。そうした段階に関しても事例を通じて調べることができ

れば、より一層この研究を深めることができるだろう。2点目は、定性研究であるため、本

稿おける議論が、あくまで 1 つの事業のケースに過ぎないという点である。今後は、業界

特性や参入時期をより詳細に分類したうえで、それぞれの学習の効果や有効性について整

理する必要があるだろう。 
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i Robert Slater(2003)「The WALMART DECADE（ウォルマートの時代）」鬼澤忍訳,日本経済

新聞社の内容に準じて記載した。 

ii真木圭亮［著］・井上達彦［監修］(2011)「日本のビデオゲーム産業におけるビジネスモデ

ルの変遷 オンライン化とサービス化に向けて」ASB Discussion Paper No.4 の内容に準じ

て記載した。 

iii
 以上の内容は Shenker, O. (2010), Copycats: How Smart Companies Use Imitation to Gain a 

Strategic Edge. Boston, MA: Harvard Business Press.に準じて記載した。 

iv
 2011年 10月に筆者が行ったインタビューより。 

v
 2011年 12月に筆者が行ったインタビューより。 

vi
 「とりあえず公文」というフレーズは、インタビューで伺った言葉を引用。また、実際

に、公文の公式ウェブサイト内の実績ページ

（http://www.kumon.ne.jp/taikendan/enquete/enquete01.html）において、保護者の 75％もの人

http://www.kumon.ne.jp/taikendan/enquete/enquete01.html
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は、他の学習塾と比較をすることなく公文に子供を通わせることを選択していた。 
vii内閣府統計局「年齢各歳，男女別人口」(http://www.stat.go.jp/data/)より 
viii少子高齢化が生んだ新しい消費の流れ。1人の子供に向けて、両親（しばしば共働き）と

父方、母方計 4人の祖父母という 6つの懐（ポケット）から消費支出が行われることを指

す。こうした祖父母は年金受給額が大きいものの、自分のための消費を楽しむ習慣があま

りないとされる。少子化にもかかわらず高級子供服市場や教育市場が拡大している要因

（日経テスト） 。 
ix
 2011年 12月に筆者が行ったインタビューより。 

x
 2011年 12月に筆者が行ったインタビューより。 

xi
 2011年 10月に筆者が行ったインタビューより。 

xii 「FRANJA」トーチ出版 2010年 7月号 p.27-29「日能研＆河合塾がタッグを組み“使

える力”を育む教室事業参入」より 
xiii 2011年 10月に筆者が行ったインタビューより。 
xiv 2011年 10月に筆者が行ったインタビューより。 
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